
高
速
道
路
各
社
の

大
規
模
更
新
・
修
繕
計
画

　

高
速
道
路
網
は
地
域
経
済
の
活
性

化
に
向
け
た
重
要
な
社
会
イ
ン
フ
ラ

と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る
。
た

だ
し
、
初
期
に
建
設
さ
れ
た
道
路
は

供
用
開
始
か
ら
半
世
紀
が
過
ぎ
て
お

り
、
日
常
的
に
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
は
行

わ
れ
て
い
る
も
の
の
、
本
格
的
な
更

新
や
修
繕
な
ど
が
必
要
と
な
る
。

　

東
日
本
高
速
道
路
（
Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｃ
Ｏ

東
日
本
）、
中
日
本
高
速
道
路
（
Ｎ

Ｅ
Ｘ
Ｃ
Ｏ
中
日
本
）、
西
日
本
高
速

道
路
（
Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｃ
Ｏ
西
日
本
）
の
３

社
は
共
同
で
、
首
都
高
速
道
路
（
首

都
高
速
）、
阪
神
高
速
道
路
（
阪
神

高
速
）、
本
州
四
国
連
絡
高
速
道
路

（
本
四
高
速
）
の
３
社
は
個
別
に
検

討
委
員
会
等
を
設
け
、
大
規
模
更
新

・
修
繕
に
関
す
る
概
算
事
業
費
の
計

画
を
公
表
し
た
（
図
表
１
。
以
下
、

前
３
社
を
「
全
国
高
速
道
路
網
」、

後
３
社
を
「
地
域
高
速
道
路
網
」）。

そ
れ
ら
を
単
純
合
計
す
る
と
、
高
速

道
路
網
の
大
規
模
更
新
・
修
繕
に
約

４
兆
４
５
０
億
円
の
費
用
が
か
か
る

こ
と
に
な
る
が
、
こ
れ
ら
は
あ
く
ま

で
も
検
討
時
点
で
必
要
と
見
込
ま
れ

て
い
る
費
用
だ
。
今
後
は
、
今
回
の

大
規
模
更
新
・
修
繕
の
対
象
と
な
っ

て
い
る
以
外
の
区
間
に
つ
い
て
も
大

規
模
更
新
・
修
繕
が
必
要
と
な
っ
て

こ
よ
う
。

料
金
徴
収
期
間
を

15
年
間
延
長

　

国
土
交
通
省
は
、
高
速
道
路
各
社

の
大
規
模
更
新
・
修
繕
の
検
討
と
並

行
す
る
か
た
ち
で
財
源
確
保
策
を
検

討
し
て
お
り
、
２
０
１
４
年
２
月
に

は
「
道
路
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
案
」
を
通
常
国
会
に
提
出
し
た
。

　

同
法
案
で
は
、
高
速
道
路
の
計
画

的
な
更
新
を
実
施
す
る
た
め
に
、
①

計
画
的
な
更
新
を
行
う
枠
組
み
の
構

築
、
②
更
新
需
要
に
対
応
し
た
新
た

な
料
金
徴
収
年
限
の
設
定
、
を
改
正

事
項
と
し
て
い
る
。
①
は
、
高
速
道

路
機
構
法
を
改
正
し
、
日
本
高
速
道

路
保
有
・
債
務
返
済
機
構
（
以
下
、

「
高
速
道
路
機
構
」）
と
高
速
道
路

会
社
の
間
で
締
結
さ
れ
る
協
定
お
よ

び
高
速
道
路
機
構
の
業
務
実
施
計
画

の
な
か
に
更
新
事
業
に
つ
い
て
盛
り

込
む
。
②
は
、
道
路
整
備
特
別
措
置

法
を
改
正
し
、
高
速
道
路
の
建
設
債

高
速
道
路
網
の
大
規
模
更
新
・
修
繕
に
約
４
兆
４
５
０
億
円
の
費
用
が
か
か
る
と
見
込
ま
れ
、
財
源
と
し
て
高
速
道
路
の

料
金
徴
収
期
間
を
２
０
６
５
年
ま
で
15
年
間
延
長
す
る
関
連
法
案
が
国
会
に
提
出
さ
れ
て
い
る
。
高
速
道
路
の
新
規
建
設

や
大
規
模
更
新
等
の
原
資
は
料
金
収
入
だ
が
、
当
面
の
資
金
は
高
速
道
路
各
社
が
工
面
す
る
。
道
路
関
係
債
へ
の
投
資
は
、

地
域
の
社
会
・
経
済
の
活
力
維
持
や
債
権
の
安
全
性
、
国
債
を
上
回
る
利
回
り
の
確
保
の
観
点
か
ら
も
有
意
義
だ
。
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務
と
更
新
費
の
償
還
期
間
、
つ
ま
り

高
速
道
路
の
料
金
徴
収
期
間
を
65
年

ま
で
15
年
間
延
長
す
る
内
容
だ
。

財
務
安
全
性
の
カ
ギ
と
な
る

高
速
道
路
各
社
の
料
金
収
入

　

料
金
徴
収
期
間
の
延
長
は
今
回
の

道
路
法
等
の
一
部
改
正
の
目
玉
の
一

つ
で
あ
り
、
当
分
の
間
、
高
速
道
路

の
建
設
費
に
加
え
、
大
規
模
更
新
・

修
繕
の
費
用
も
高
速
道
路
の
利
用
料

金
が
原
資
に
あ
て
ら
れ
る
。
つ
ま
り
、

高
速
道
路
各
社
の
財
務
安
全
性
は
、

料
金
収
入
の
動
向
が
カ
ギ
と
な
る
。

　

道
路
関
係
四
公
団
民
営
化
後
の
料

金
収
入
の
各
社
合
計
は
06
年
度
が
２

・
５
兆
円
弱
で
最
も
多
く
、
そ
の
後

は
減
少
基
調
と
な
っ
た
が
、
こ
れ
は

割
引
制
度
や
無
料
化
社
会
実
験
の
影

響
が
大
き
い
。
11
年
度
に
無
料
化
が

見
直
し
と
な
り
、
料
金
収
入
は
や
や

上
向
き
、
12
年
度
は
各
社
と
も
前
年

比
増
加
し
て
い
る
。

　

高
速
道
路
各
社
が
高
速
道
路
機
構

へ
支
払
う
高
速
道
路
資
産
の
賃
借
料

は
、
高
速
道
路
機
構
と
の
協
定
に
よ

り
高
速
道
路
会
社
の
料
金
収
入
に
基

づ
く
変
動
賃
借
料
制
を
導
入
し
て
い

る
た
め
（
注
１
）、
計
画
料
金
収
入
よ

り
も
減
収
と
な
っ
た
場
合
で
も
経
営

の
安
定
化
が
図
ら
れ
る
仕
組
み
と
な

っ
て
い
る
。

道
路
建
設
関
係
社
債
は

一
般
社
債
か
ら
財
投
機
関
債
に

　

道
路
関
係
四
公
団
の
民
営
化
後
の

高
速
道
路
事
業
の
実
施
ス
キ
ー
ム
の

概
要
は
、
図
表
２
の
よ
う
に
な
る
。

高
速
道
路
各
社
が
社
債
や
借
入
れ
な

ど
に
よ
り
高
速
道
路
建
設
用
の
資
金

を
調
達
し
、
高
速
道
路
を
建
設
す
る
。

完
成
後
、
高
速
道
路
資
産
お
よ
び
建

設
用
と
し
て
調
達
し
た
社
債
等
の
債

務
を
高
速
道
路
機
構
に
引
き
渡
す
。

高
速
道
路
機
構
は
、
高
速
道
路
資
産

を
高
速
道
路
各
社
に
貸
し
付
け
、
高

速
道
路
各
社
は
、
高
速
道
路
の
利
用

料
金
を
原
資
に
賃
借
料
を
高
速
道
路

機
構
に
支
払
う
。
高
速
道
路
機
構
は
、

そ
の
賃
借
料
を
原
資
に
債
務
を
返
済

し
て
い
く
。

　

こ
の
ス
キ
ー
ム

で
は
、
高
速
道
路

各
社
か
ら
高
速
道

路
機
構
に
引
き
渡

さ
れ
た
債
務
は
、

高
速
道
路
各
社
と

高
速
道
路
機
構
の

連
帯
債
務
と
な
る
。

そ
の
際
、
高
速
道

路
各
社
の
社
債
は
、

引
渡
し
前
は
一
般

社
債
だ
が
、
引
渡

し
後
は
財
投
機
関

債
に
な
る
。
一
般

社
債
か
ら
財
投
機

関
債
に
変
更
さ
れ

る
こ
と
に
よ
り
、

Ｂ
Ｉ
Ｓ
の
与
信
先

区
分
に
お
い
て
も

事
業
法
人
か
ら
政

府
関
係
機
関
等
に

変
更
と
な
る
の
で
、

リ
ス
ク
・
ウ
ェ
イ

ト
が
下
が
る
こ
と

に
な
る
。
引
渡
し

〔図表１〕 大規模更新・修繕に関する概算事業費の計画

（注）1 ．「大規模更新」は橋梁の架替え、床版の取替え等。「大規模修繕」は構造物（橋梁、盛土・切土、トンネル等）全体の
大規模な補修。

　　2 ．首都高速、阪神高速の合計の距離は、大規模更新と大規模修繕の単純合計を大和総研で算出。
（出所） 　ＮＥＸＣＯ東日本、ＮＥＸＣＯ中日本、ＮＥＸＣＯ西日本「東・中・西日本高速道路㈱が管理する高速道路における

大規模更新・大規模修繕について」（14年１月22日）、首都高速道路「首都高速道路の更新計画（概略）について」（13
年12月25日）、阪神高速「阪神高速道路の更新計画（概略）について」（14年１月24日）、本四高速「本州四国連絡高速
道路の陸上部における大規模更新・大規模修繕計画（概略）について」（14年１月31日）から大和総研作成。

全国高速道路網 首都高速道路 阪神高速道路 本四高速道路
東日本高速道路、

実施会社 中日本高速道路、 首都高速道路 阪神高速道路 本州四国連絡高速道路
西日本高速道路

大規模更新 事業費 約１兆7,600億円 約3,800億円 約1,500億円 なし距離 約240km 約８km 約５km
大規模修繕 事業費 約１兆2,600億円 約2,500億円 約2,200億円 約250億円

距離 約1,870km 約55km 約57km 約30km
合計 事業費 約３兆200億円 約6,300億円 約3,700億円 約250億円

距離 約2,110km 約63km 約62km 約30km
公表時期 2014年１月 2013年12月 2014年１月 2014年１月

金融財政事情 2014． 5．2631



〔図表２〕 高速道路各社と高速道路機構の高速道路事業の実施スキーム

〔図表３〕 高速道路各社の普通社債における応募者利回り（加重平均）

（注）1 ．高速道路各社が徴収する料金の額は、賃借料および会社の維持管理費用を料金徴収期間内に償うよう設定。高速道路
機構に支払う賃借料の額は、債務の返済に要する費用等を貸付期間内に償うよう設定。なお、道路法等の一部を改正す
る法律が成立すれば、図表右上（　）内の「45年以内」が15年間延長される。

　　2 ．高速道路各社が建設資金として調達した社債等の債務は、高速道路の完成後に資産とともに高速道路機構に移管し、
高速道路機構に帰属することとなる。

（出所） 　国土交通省ウェブサイト「民営化の概要」、高速道路機構ウェブサイト「業務の概要」、ＮＥＸＣＯ東日本ウェブサイ
ト「資金調達活動とIR活動」などを参考に大和総研作成。

（注）1 ．高速道路各社の応募者利回りは、発行額と債券発行時の応募者利回りを使った加重平均。
　　2 ．国債は、国債金利情報の単純平均。ただし、06年度は、高速道路各社とも07年３月のみに普通社債を発行しているの

で、07年３月の単純平均。
　　3 ．ＮＥＸＣＯ中日本は４年債、阪神高速は６年債も発行しているが、図表が煩雑になるので掲載していない。
（出所） 　日本証券業協会「公社債発行銘柄一覧」、財務省「国債金利情報」から大和総研作成。

高速道路各社 高速道路機構
（効率的な事業の実施） （45年以内での確実な債務返済）

高速道路資産
の帰属（※）

建設資金

（社債・
　借入金等）

債務の引受け（※）

道路資産の貸付

料金
道路資産賃借料
の支払い

協定

国土交通大臣許可

※新規に建設する高速道路資産について、
　完成後に資産・債務を機構に移管・帰属させる。

高速道路の建設・
管理・料金徴収

借入金
債務

高速道路資産の
保有・債務返済

新規債務

既存債務

債務返済
（既存＋新規）

利用者

投資家等

国土交通大臣認可
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0.2

0.4
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0.8
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３年債

３年債

NEXCO中日本
７年債
NEXCO中日本
10年債
NEXCO西日本
３年債
NEXCO西日本
10年債
国債３年

国債７年

国債10年
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0.4

0.6

0.8

1.0
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NEXCO東日本
５年債

５年債

５年債

５年債

NEXCO中日本

首都高速

阪神高速

国債５年
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に
際
し
て
、
利
払
い
額
や
償
還
額
に

影
響
は
な
く
、
投
資
家
側
が
発
行
体

に
対
し
て
特
別
な
手
続
を
す
る
必
要

も
な
い
。

　

債
務
引
渡
し
の
タ
イ
ミ
ン
グ
は
四

半
期
ご
と
で
あ
り
、
引
き
渡
す
債
務

は
、
Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｃ
Ｏ
中
日
本
の
場
合
は

調
達
時
期
が
古
い
順
、
そ
れ
以
外
の

各
社
の
場
合
は
弁
済
期
日
到
来
順
で

原
則
選
定
さ
れ
る
。

　

な
お
、
通
常
国
会
に
提
出
さ
れ
て

い
る
道
路
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
が
成
立
し
た
場
合
（
５
月
21
日

時
点
で
国
会
審
議
中
）、
新
規
建
設

資
金
に
加
え
、
当
面
の
大
規
模
更
新

・
修
繕
の
費
用
も
同
様
の
ス
キ
ー
ム

に
よ
っ
て
、
調
達
・
返
済
し
て
い
く

こ
と
に
な
る
。

13
年
度
の
社
債
発
行
額
は

５
社
合
計
で
約
５
７
５
０
億
円

　

高
速
道
路
の
新
規
建
設
費
や
、

（
道
路
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
成
立
後
の
）
大
規
模
更
新
・
修
繕

費
用
の
原
資
は
高
速
道
路
の
料
金
収

入
だ
が
、
当
面
は
長
期
借
入
れ
や
道

路
建
設
関
係
社
債
の
発
行
に
よ
っ
て

資
金
が
調
達
さ
れ
る
。
高
速
道
路
各

社
の
連
結
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
計
算

書
に
よ
る
と
、
全
国
高
速
道
路
網
で

は
、
全
般
的
に
長
期
借
入
れ
よ
り
も

道
路
建
設
関
係
社
債

に
よ
る
調
達
の
ほ
う

が
多
く
、
地
域
高
速

道
路
網
で
は
逆
に
長

期
借
入
れ
に
よ
る
調

達
の
ほ
う
が
多
い
傾

向
が
み
ら
れ
る
。

　

ち
な
み
に
、
13
年

度
の
高
速
道
路
会
社

の
社
債
発
行
額
は
、

Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｃ
Ｏ
東
日
本

１
２
５
０
億
円
（
５

年
債
）、
Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｃ

Ｏ
中
日
本
約
２
９
５

０
億
円
（
３
・
５
・

７
・
10
年
債
）（
注
２
）、

Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｃ
Ｏ
西
日
本

１
０
０
０
億
円
（
10

年
債
）、
首
都
高
速

３
０
０
億
円
（
５
年

債
）、
阪
神
高
速
２

５
０
億
円
（
５
年

債
）
で
あ
る
。
ミ
ッ

シ
ン
グ
リ
ン
ク
（
未
整
備
区
間
で
途

中
で
途
切
れ
て
い
る
区
間
）
の
解
消

に
向
け
た
資
金
需
要
の
高
ま
り
か
ら

社
債
発
行
額
が
増
加
す
る
こ
と
も
想

定
さ
れ
る
が
、
高
速
道
路
網
の
配
置

に
つ
い
て
今
後
大
き
な
計
画
変
更
が

な
い
限
り
、
各
社
の
社
債
発
行
規
模

感
は
、
当
該
実
績
が
一
つ
の
参
考
と

な
ろ
う
。

　

高
速
道
路
各
社
の
普
通
社
債
の
発

行
額
は
１
回
当
り
単
一
年
限
で
１
０

０
億
〜
７
０
０
億
円
程
度
の
規
模
だ

が
、
Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｃ
Ｏ
中
日
本
で
は
複
数

年
限
の
同
時
起
債
で
総
額
７
０
０
〜

１
０
０
０
億
円
程
度
と
な
る
場
合
も

あ
る
。
応
募
者
利
回
り
は
図
表
３
の

と
お
り
で
あ
り
（
注
３
）、
同
年
限
の

国
債
の
金
利
水
準
を
相
応
に
上
回
っ

て
い
る
の
が
み
て
と
れ
る
。

機
構
の
資
金
調
達
の
約
８
割
は

財
政
投
融
資
資
金

　

高
速
道
路
機
構
は
、
高
速
道
路
各

社
の
債
務
を
引
き
受
け
、
返
済
し
て

い
く
役
割
を
担
う
が
、
当
該
引
受
け

〔図表４〕 高速道路機構の債務残高等および資金調達

（注）1 ．債券については、06年度までは額面で計上、07年度からは簿価で計上。
　　2 ．図中では明示していないが、08年度に2兆8,791億円の債務を国が承継。
　　3 ．05年度は10月１日からの半期分。
（出所）高速道路機構「決算に合わせて開示する高速道路事業関連情報」から大和総研作成。
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債
務
と
は
別
に
、
自
ら
も
金
融
市
場

か
ら
資
金
調
達
を
行
っ
て
い
る
。
そ

の
額
は
毎
年
度
２
兆
〜
３
兆
円
程
度

の
規
模
と
な
っ
て
い
る
（
図
表
４
）。

資
金
調
達
の
約
８
割
は
財
政
投
融
資

資
金
に
よ
る
政
府
保
証
債
で
あ
り
、

そ
れ
以
外
は
財
投
機
関
債
が
ほ
と
ん

ど
で
あ
る
（
注
４
）。
政
府
保
証
が
付

与
さ
れ
る
こ
と
で
、
市
場
か
ら
大
量

の
長
期
資
金
を
安
定
的
か
つ
低
利
で

調
達
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
。
高

速
道
路
に
関
連
す
る
債
務
を
早
期
で

確
実
に
返
済
し
、
国
民
負
担
を
軽
減

す
る
こ
と
は
高
速
道
路
機
構
の
使
命

の
一
つ
で
あ
り
、
財
政
投
融
資
の
活

用
は
、
高
速
道
路
に
関
連
す
る
債
務

返
済
の
安
全
性
の
向
上
に
も
寄
与
す

る
は
ず
だ
。

（
注
）１　
各
年
度
の
道
路
資
産
賃
借
料
＝
計

画
料
金
収
入
（
年
度
）

－

計
画
管
理
費

（
年
度
）。
実
際
の
料
金
収
入
が
計
画

料
金
収
入
の
±
１
％
以
上
変
動
す
る
場

合
は
、
当
該
変
動
分
に
つ
い
て
賃
借
料

が
増
減
さ
れ
る
。

２　
Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｃ
Ｏ
中
日
本
で
は
13
年
度

に
米
ド
ル
建
て
債
10
億
米
ド
ル
（
５
年

債
）
を
発
行
し
て
お
り
、
１
０
０
０
億

円
程
度
と
試
算
し
て
、
社
債
発
行
額
の

数
値
に
含
め
て
い
る
。

３　
高
速
道
路
各
社
と
も
09
年
度
ま
で

は
政
府
保
証
債
も
発
行
し
て
い
た
が
、

図
表
３
は
普
通
社
債
に
つ
い
て
の
み
掲

載
し
て
い
る
。
な
お
、
13
年
度
ま
で
の

普
通
社
債
の
発
行
回
数
は
、
Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｃ

Ｏ
東
日
本
25
回
、
Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｃ
Ｏ
中
日
本

56
回
、
Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｃ
Ｏ
西
日
本
21
回
、
首

都
高
速
12
回
、
阪
神
高
速
11
回
で
あ
る
。

４　
５
年
以
上
の
政
府
保
証
債
が
財
政

投
融
資
計
画
に
計
上
さ
れ
る
。
な
お
、

図
表
４
に
お
い
て
10
年
度
と
11
年
度
は
、

政
府
保
証
債
と
財
投
機
関
債
の
合
計
額

と
資
金
調
達
額
に
差
が
あ
る
が
、
10
年

度
は
政
府
保
証
借
入
金
、
11
年
度
は
民

間
借
入
金
が
そ
の
差
額
で
あ
る
。

な
か
ざ
と　

こ
う
せ
い

91
年
大
和
総
研
入
社
。
企
業
調
査
第

二
部
、
経
済
調
査
部
、
年
金
総
合
研

究
セ
ン
タ
ー
（
現
・
年
金
シ
ニ
ア
プ

ラ
ン
総
合
研
究
機
構
）
出
向
、
経
営

戦
略
研
究
部
、
金
融
・
公
共
コ
ン
サ

ル
テ
ィ
ン
グ
部
を
経
て
、
11
年
か
ら

現
職
。
慶
應
義
塾
大
学
卒
。
共
著
に

『
日
本
の
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
』

（
中
央
経
済
社
）。

■
野
村
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
は
５
月

18
日
、
中
国
の
上
海
自
由
貿
易
試
験

区
で
の
合
弁
契
約
を
締
結
し
た
。
大

手
不
動
産
・
金
融
の
国
有
企
業
で
あ

る
上
海
陸
家
嘴
（
集
団
）
有
限
公
司

の
グ
ル
ー
プ
２
社
と
上
海
久
有
股
権

投
資
基
金
管
理
合

秋
会
社
（
野
村
Ｈ

Ｄ
が
関
与
す
る
Ｐ
Ｅ
フ
ァ
ン
ド
）
と

の
共
同
出
資
に
よ
り
、
中
国
で
金
融

情
報
提
供
を
行
う
合
弁
会
社
を
試
験

区
に
設
立
す
る
（
５
月
中
に
設
立
見

込
み
）。
昨
年
９
月
に
設
置
さ
れ
た

試
験
区
に
中
国
国
外
の
証
券
会
社
が

進
出
す
る
の
は
初
め
て
。
現
在
、
中

国
の
個
人
投
資
家
は
海
外
商
品
へ
の

投
資
を
制
限
さ
れ
て
い
る
が
、
野
村

Ｈ
Ｄ
は
試
験
区
の
特
権
に
よ
り
、
合

弁
会
社
を
通
じ
て
中
国
以
外
の
国
の

金
融
商
品
の
提
供
も
可
能
。
合
弁
会

社
に
60
％
出
資
し
て
連
結
子
会
社
化

し
、
富
裕
層
を
中
心
に
中
国
で
の
金

融
取
引
拡
大
の
足
掛
か
り
と
す
る
。

■
明
治
安
田
生
命
保
険
は
今
年
10
月

か
ら
「
団
体
信
用
就
業
不
能
保
障
保

険
」
を
発
売
す
る
。
住
宅
ロ
ー
ン
の

利
用
者
が
傷
害
・
疾
病
で
働
け
な
い

状
態
に
な
っ
た
場
合
に
住
宅
ロ
ー
ン

返
済
を
保
障
す
る
も
の
で
、
３
大
疾

病
保
障
特
約
付
団
体
信
用
生
命
保
険

と
セ
ッ
ト
で
販
売
す
る
。
特
定
の
疾

病
に
限
定
せ
ず
に
保
障
す
る
の
が
特

徴
で
、
全
国
地
方
銀
行
協
会
を
通
じ

て
会
員
行
に
導
入
の
案
内
を
行
う
。

住
宅
ロ
ー
ン
の
保
障
を
巡
っ
て
は
、

昨
年
10
月
、
第
一
生
命
保
険
が
り
そ

な
銀
行
で
、
特
定
の
障
害
も
し
く
は

所
定
の
要
介
護
状
態
に
な
っ
た
場
合

に
保
険
金
を
支
払
う
特
約
付
き
の
団

体
信
用
生
命
保
険
の
取
扱
い
を
開
始

す
る
な
ど
、
保
障
の
範
囲
を
拡
大
す

る
動
き
が
広
ま
っ
て
い
る
。

■
京
都
中
央
信
用
金
庫
は
５
月
19
日
、

中
國
信
託
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
と
業

務
提
携
を
結
ん
だ
。
同
Ｈ
Ｄ
は
台
北

市
に
本
店
を
お
き
、
総
資
産
や
拠
点

数
で
台
湾
ト
ッ
プ
の
規
模
を
有
す
る
。

提
携
内
容
は
、
台
湾
で
の
銀
行
口
座

開
設
・
外
為
業
務
な
ど
の
サ
ー
ビ
ス

提
供
や
、
台
湾
に
進
出
し
た
取
引
先

が
中
國
信
託
商
業
銀
行
か
ら
借
入
れ

を
行
う
際
の
ス
タ
ン
ド
バ
イ
・
ク
レ

ジ
ッ
ト
な
ど
。
昨
年
来
、
日
本
の
地

方
銀
行
が
同
Ｈ
Ｄ
と
業
務
提
携
を
結

ぶ
ケ
ー
ス
が
目
立
つ
が
、
信
用
金
庫

で
は
初
め
て
と
な
る
。
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